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ＩＴコーディネータ協会とは 
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ＩＴコーディネータ協会は、 ＩＴコーディネータ（ＩＴＣ）の育成・認定・普及・啓

蒙等を通じて、企業や団体の経済活動における戦略的な情報化投資の浸
透と、それにもとづく国際競争力の維持、ひいては活力ある経済社会の発
展など、広く公益の増進に寄与することを目的として活動しています。 

東京海上日動火災株式会社 
富士通株式会社 
日本電気株式会社 
株式会社日立製作所 
日本アイ・ビー・エム株式会社 
ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社 
株式会社エヌ・ティー・ティー エムエー 
日本電子計算機株式会社 
株式会社野村総合研究所 
株式会社日本総合研究所 
新日鉄住金ソリューションズ株式会社 

日本商工会議所 
全国商工会連合会 
全国中小企業団体中央会 
日本公認会計士協会 
日本税理士会連合会 
一般社団法人中小企業診断協会 
株式会社商工組合中央金庫 
一般社団法人情報サービス産業協会 
一般社団法人全国地域情報産業団体連合会 
全国ソフトウェア協同組合連合会 

一般社団法人コンピュータソフトウェア協会 

副会長団体（一部） 理事会社（一部） 

(1)情報化投資に関する普及・啓蒙事業 
(2) ＩＴコーディネータの育成事業 
(3) ＩＴコーディネータの資格認定事業 
(4)情報化投資に関する研究開発事業 



中小企業のイノベーションへの挑戦 
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攻めのＩＴ経営とは 
経済産業省は、2015年5月、東京証券取引所と共同で、「攻めのＩＴ経営銘柄」として上場企
業18社を選定し公表、中小企業においては「中小企業百選」を選定することとなっている。 
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出典 http://www.meti.go.jp/press/2015/05/20150526003/20150526003.html 

出典 http://www.itc.or.jp/award/2014/application.html 
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中小企業の位置づけ 

2015年度中小企業白書によると、中小企業は社数で99.7%、従業者数で76%を占めて
いる。（カッコ内は社数比率） 
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出典 中小企業白書2015 http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/150424hakusyo.html 

白書では、小規模事業者は
個人事業主も含まれるため、
社でなく、者と記述している。 

大企業 
1万社（0.3％）、1,397万人 

中小企業 
51万社（13.2%）、2,025万人 

小規模事業者 
334万者（86.5%）、1,192万人 



中小企業のイノベーション活動の実態 
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出典 中小企業白書2015 http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H27/PDF/h27_pdf_mokujityuuGaiyou.pdf 



中小企業のイノベーション活動の成果と課題 
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出典 中小企業白書2015  http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H27/PDF/h27_pdf_mokujityuuGaiyou.pdf 
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中小企業のクラウド利用実態 

「ＩＴコーディネータが見た中小企業等におけるクラウドサービス利用上の課題・導入実態
調査報告書」によると、中小企業でもクラウドの活用が間違いなく定着しつつある。 

  ＩＰＡ/SECとＩＴＣＡは、2010年度から共同で、ITコーディネータに対して、担当する地域・中小企業
におけるクラウドサービスの導入・利用上の問題に関する調査を行った。 

 （以下は2011年度調査、対象者：2,353名、有効回答：749名）  

出典 http://www.ipa.go.jp/files/000004619.pdf 



中小企業のビジネスモデルイノベーション 
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中小企業が、ＩＴがきっかけでイノベーションを起こすことは（ＩＴビジネスの企業を除けば）
まれである。新しいビジネスモデルが構想でき、あるいは新商品・新サービスが生まれ、
新業務が発生した時、始めてＩＴが必要となる。 

株式会社 ハッピー様の例 

http://www.kyoto-happy.co.jp/ 



中小企業のINDUSTRIE4.0 
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大企業との取引の実態 
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中小企業と向き合っているＩＴＣＡでは、中小企業の煩雑な取引実態を調査し、課題を
解決するため、「中小企業情報連携基盤推進委員会」を2009年度から立ち上げて、
継続的に調査、研究、実証、提案、普及活動を続けている。 
なかでも、業務の効率化を妨げ、創造性を発揮できない業務が企業間取引データの
取り扱いである。 

絵は自動車メーカーとなっているが、他業界でも同様である 



ＩＴＣＡの自主実証事業「つなぐＩＴ」 
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攻めのＩＴ経営を推進するためには、自社の業務改善を行うだけでなく、社内外との連
携を強化することにより、ビジネス競争力を高める必要がある。 
これを「つなぐＩＴ」と名付けた。 

以下の各ページの出典 http://www.itc.or.jp/news/201426.html 



企業のつなぐＩＴ活用成熟度 
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 ＩＴＣＡでは、中小企業の実態調査から、「つなぐＩＴ」の活用成熟度モデルを定義し、合
わせて「つなぐＩＴ」を活用した成熟度のランクアップ策を検討した。 



３層のつなぐＩＴ 
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「つなぐIT」は企業内に留まらず、企業間のデータ連携へ適用して企業のビジネス競
争力の強化に活用することにより、さらに大きなメリットを享受することができる。 

自社 連携先 

ドメイン１ 

＜IT活用業務カイゼン＞ 

企業内つなぐIT 

原価管理 
予算管理 
会計管理 

原価管理 
予算管理 
会計管理 

販売管理 
購買管理 
請求管理 
支払管理 

販売管理 
購買管理 
請求管理 
支払管理 

見積管理 
生産管理 
工程管理 
品質管理 

見積管理 
生産管理 
工程管理 
品質管理 

ドメイン２ 

＜中小企業ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ4.0＞ 

企業間つなぐIT 

ドメイン３ 

＜企業間取引＞ 

中小企業共通EDI 

＜企業間取引＞ 



ドメイン３： 企業間取引の歴史 
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【専用線EDI】（１対１接続：1990年代） 

専
用
線
Ｅ
Ｄ
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発注企業 受注企業 専用線 

高額
投資 

1985年    通信自由化 

1990年 

受注企業 

多画面
問題 【WEB-EDI】（１対Ｎ接続：2000年代） 

発注企業 
受注企業 

受注企業 インターネット 

発注企業 

2000年   インターネットの 

           普及始まる 
 

Ｗ
Ｅ
Ｂ

|

Ｅ
Ｄ
Ｉ

 

クラウドの 

普及始まる 

共通ＥＤＩ 
プロバイダ 

受注企業 

受注企業 

受注企業 

発注企業 

発注企業 

発注企業 

クラウド 

【共通EDI】（Ｎ対Ｍ接続：次世代） EDI国際 
標準準拠 

2010年 

共
通
Ｅ
Ｄ
Ｉ
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ＥＤＩ（電子データ交換）の歴史は、ネットワーク化、取引高度化の歴史でもある。 
多画面問題は、2000年代以来の懸案である。 



中小企業共通ＥＤＩの策定 
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ドメイン識別子 ドメイン名 ドメイン管理機関 

JPSSMED-00 中小企業共通EDI基本メッセージ ITコーディネータ協会 

JPSSMED-01 中小企業共通EDI中小製造業メッセージ ITコーディネータ協会 

JPSSMED-02 中小企業共通EDI中小商社購買メッセージ ITコーディネータ協会 

JPSSMED-03 中小企業共通EDIプロジェクト取引 

メッセージ 

ITコーディネータ協会 

ＩＴＣＡでは、長年の実証に基づき、企業間「つなぐIT」の標準化を進め、国連CEFACT標
準メッセージ（XMLベース）の中で、中小企業の標準メッセージを策定し、登録している。 

ビジネスインフラガイドブック第3版 
http://www.caos-a.co.jp/SIPS/bizinfra/CI_Spec2.html 

国連ＣＥＦＡＣＴは、貿易円滑化と電子ビジネスの
ための国連センターで、手続および情報の流れの
簡素化、統一化を通じて､国際取引の世界的な簡
素化を行うこととしている。 



次世代金融ＥＤＩの実証実験 
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金流（請求や支払の金融取引）に商流の取引明細を付加するなどの実証実験を進めて
おり、その成果を日銀の研究会で発表している。 
中小企業への支払いが入荷検品と同時に決済される、あるいは発注時点でＰＯ融資が
受けられるなどの、メリットを追求している。 
ここでは、メッセージ変換のためのクラウド型ＡＳＰ機能を介している。 

2014年11月 ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」のＩＴシステム概要  
出典 https://www.boj.or.jp/announcements/release_2015/rel150227a.htm/ 



ドメイン１： 企業内つなぐＩＴ 
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大多数の中小企業では、企業内にＩＴがばらばらに入っている。 
・売上と会計はパッケージで運用 → しかしメイン業務がまだExcel 
・各部門のExcelがバラバラ → データ入力が二重・三重の手間 

中小企業の現状は「社内ＩＴ」がバラバラ 

社長の悩み 

現場のデータが 
見えない 業務の属人化 

なんとか 
したい データ連携できれば 

もっと上手く 
段取りできるのに 

今日も私だけ 
残業・・・・ 

現場のｽﾄﾚｽ 

社内に 
一体感がない 

相談相手が 
欲しい 



つなぐＩＴカイゼンツールの活用 
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社内の情報連携に、専門家でなくとも使えるＥＸＣＥＬライクなツール「企業内つなぐＩＴカイ
ゼンツール」を提供することで、社内のばらばらになった情報をつなぐことができるようにし
た。現在、実用化が始まっている。 

「つながる町工場」プロジェクトで開発した画面例 



つなぐＩＴカイゼンツールの評価基準 
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条件 内容 

条件１ 【ＤＩＹ性】 ユーザーが、環境の変化に合わせて自分でアプリを自由に（プロ
グラムレスの設定だけで）作れるようになること 

条件２ 【共有性】 社内外のビジネスデータを個人でなく、組織で「共有化」「見える
化」ができるアプリを作れること（U/Iとデータの分離） 

条件３ 【接続性】 社内外にバラバラに存在する既存のビジネスデータをシームレ
スに連携する「つなぐＩＴアプリ」が作れること 

条件４ 【保守性】 このツールで作成したアプリは、作成者でない非ITプロの第3者

が理解でき、保守・メンテ（変更・改造）が容易にできること 

条件５ 【経済性】 このツール、およびこのツールで開発したアプリは中小企業の身
の丈の投資で使えること 

EXCELを超える「つなぐITカイゼンツール」が備えるべき要件を中小企業の視点から検討
し、次のような5項目に整理した。今後多くの方々によって評価していただき「つなぐITカイ
ゼンツール」の判断基準として確立していきたい。 

つなぐＩＴカイゼンツールの評価基準 



ドメイン２： 企業間つなぐＩＴ  
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ドイツのIndustrie4.0が注目されているが、日本で標準化されているのはレイア別標準

であり、レイア間を繋ぐすべがないままだと、ＥＤＩの二の舞になりかねない。 

＜ドイツのIndustrie4.0＞ 
 ①サプライチェーン全体をＩＴで連結し、顧客の個別要求に応える。 

 ②１個から生産するカスタマイゼーションを実現するため、企業間、工場間、
設備間を自在に組み換え生産する。 

 ③このネットワークを大企業から、中堅・中小企業まで展開する。 

＜我が国の生産関係ネットワーク＞ 

①生産設備レイヤ： MESX／製造業XML推進協議会（MfgX） 
②生産計画レイヤ： PSLX／ものづくりAPS推進機構（APSOM） 
③企業間取引レイヤ： 国連/CEFACT準拠業界横断EDI仕様／サプライチェ
ーン情報連携基盤研究会（SIPS） 



つながる町工場－中小企業Industrie4.0 
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出典 つながる町工場」基本構想（出典：今野製作所今野社長資料） 

現在、今野製作所を中心に中小板金製造業３社で、「つながる町工場実証プロジェクト」
が始まっている。 2014年度東京都地域中小企業応援ファンド 地域資源活用イノベー
ション創出助成事業に採択（2年間事業）されている。 

知識

情報

計画

情報

事実

情報

発注 設計 受注 請求

図面・仕様書

加工

データ

作業指示

制

御 NC

工作機械

汎用

工作機械

材料・部品

材料・部品

材料・部品

製品製品

出荷生産

引合・見積

■品目マスタ

■過去履歴

■図面データ

　       　　etc.

■生産実績

■原価実績

■品質検査結果

■生産計画

■部品・材料展開

■加工手順

■加工データ作成

事務所

現場

協力企業B社 
知識

情報

計画

情報

事実

情報

発注 設計 受注 請求

図面・仕様書

加工

データ

作業指示

制

御 NC

工作機械

汎用

工作機械

材料・部品

材料・部品

材料・部品

製品製品

出荷生産

引合・見積

■品目マスタ

■過去履歴

■図面データ

　       　　etc.

■生産実績

■原価実績

■品質検査結果

■生産計画

■部品・材料展開

■加工手順

■加工データ作成

事務所

現場

受注企業Ａ社 

企業間で現場レベルの情報（非定型も含む）や
データをつなげたい。 

受発注EDI 
お客様 

受発注 

EDI 



今こそ日本のイノベーションを 
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つなぐＩＴホットニュース 
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航空機部品メーカーと推進する日本版Industorie4.0プロジェクトが、経済産業省「ものづく
りネットワーク形成支援事業」 に採択され、ＩＴＣＡは航空部品の受発注で協力する。 



ビジネスプラットフォームの構築 
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ＩＴＣＡでは、これら「つなぐＩＴ」を連携して、新しい価値を生み出すビジネスプラットフォーム
の構築を目指している。 
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攻めのＩＴ経営はイノベーション経営で 

革新

P

D
S

戦略

計画

実行
学習

価値
設計

価値
発見

価値
実証

価値
実現

Ｉ

Ｓ
Ｐ

Ｄ

Ｌ

革新

戦略経営サイクル

イノベーション経営サイクル

イノベーション認識プロセス

イノベーション実行プロセス

中小企業の真剣で前向きな姿勢に学び、優れたアイデアや技術を活用し、イノベーショ
ン経営で、新しい社会価値、顧客価値を創造するイノベーションを起こすことができる組
織づくりが求められる。 

ＩＴＣＡが提唱する「イノベーション経営」と 

「ＩＴ経営」（戦略経営サイクル）の関係 

出典： 「プロセスで解き明かすイノベーション」 
（ＩＴＣＡ監修、日経ＢＰ刊） 



ITコーディネータはIT経営を実現する 
プロフェッショナルです 
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（参考） ＩＴＣ、ＩＴＣＡについて 
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ＩＴＣ資格認定者数の推移 
2015年3月末現在 

ＩＴＣ資格取得者（累計）は1万人を超え、資格保有（資格維持）者は6,241人となってい
ます。年齢的には40歳代と50歳代で70%を占め、関東圏で60%が活動しています。 

Copyright：  ＩＴ Coordinators Association, 2015 

年代 人数 割合 

20歳代 25 0.4% 

30歳代 785 12.6% 

40歳代 2,162 34.6% 

50歳代 2,239 35.9% 

60歳以上 977 15.7% 

不明 53 0.8% 

計 6,241 100.0% 
地域 人数 割合 

北海道 139 2.2% 

東北 160 2.6% 

関東 3,792 60.8% 

中部 532 8.5% 

近畿 774 12.4% 

中国 249 4.0% 

四国 116 1.9% 

九州 393 6.3% 

不明 86 1.4% 

計 6,241 100.0% 
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ＩＴＣの所属と企業内での職種 

ＩＴＣの所属 

2013年度資格更新対象者（5,073名）の調査 

N=5,073 

ＩＴＣを業として、独立して活動している資格者を独立系ＩＴＣと
呼び、企業に勤務している者を企業内ＩＴＣと呼んでいます。 

独立系ＩＴＣと、企業内ＩＴＣの比率はおよそ1：3となっており、
企業内ＩＴＣは、ＳＥと営業職で55%を占めています。 
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経営者、役員 

6% 

経営企画部門 

5% 
総務・人事・ 

経理財務等 

管理部門 

3% 

技術開発部門 

3% 

営業・販売・

マーケティング

部門 

27% 

情報システム

部門 

9% 

SE（システム 

エンジニア） 

28% 

コンサルタント 

11% 

事務職 

1% 

現業部門 

（製造、 

輸送等） 

0% 

その他部門 

5% 
答えられない 

1% 

うち企業内ＩＴＣの職種 
N=3,859 
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ＩＴコーディネータの活動領域 

ＩＴを構築する立場ではなく、ＩＴサービスを利活用し、経営や業務の改革を支援します。 

経営戦略 
（策定） 

 IT戦略 
 策定 

IT資源 
調達 

 経営戦略 
（評価） 

IT 
 導入 

経営戦略 
（計画） 

 ITｻｰﾋﾞｽ 
活用 

持続的 
成長認識 

変革認識 是 正 認 識 

 IT戦略 
（評価） 

ＩＴサービス提供 （企画、要件定義、開発、運用・保守） 

ＩＴ経営への認識 

経営改革活動 

ＩＴ化活動 

持続的成長 ＩＴ経営の成熟度 変化への対応 

経営者、ＩＴＣの役割 判断のポイント 企業の価値 

経営戦略 
（準備） 

経営戦略 
（実行） 

ＩＴＣの 

活動領域 
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ＩＳ部門や、 

ＩＴベンダーの
活動領域 
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ＩＴＣ人財の特徴 
ＩＴＣ人財は、常に経営者の立場に立って、事業や、業務のあり方について提案や支援ができます。 

立場、職種 局面 これまで ＩＴＣなら 

営業 営業先 
ヒアリング 
提案の仕方 

情報システム部門に行く 
システム上の問題を聞こうとする 

難しい問題はコンサルやＳＥに提案
を書かせる 

業務部門の長に会いに行く 
業務上の問題を聞く 
自分で提案書を書く 

コンサルタント コンサルティング 相手が気づいていないことを見つけ、
斬新な提案をしようとする 

相手の気づいていないことを引き出し、
課題を整理する 

ＩＴストラテジスト 要件の確認 与えられた要件が何かを聞こうとす
る 

なぜその要件が出てきたかの経営課
題を聞く 

ＰＭ 仕事の進め方 ＱＣＴを守ろうとする ＰＭＯ機能を果たし、顧客とっての目的
を外さないようにする 

ＩＴサービスマネージャ 営業するとき 他社にない機能・非機能要件と、い
かに安いかを説明しようとする 
コストパフォーマンスで売る 

効果を示し、いかに経営に役立つか、
ＢＣＰ、内部統制、セキュリティなど、ＩＴ
を経営の投資として説明する 

ＳＥ パッケージのフィット＆
ギャップ分析 

現状業務に合うように、パッケージ
のカスタマイズをしようとする 

業務のあるべき姿を描いて、業務改
善・改革の支援を行なう 

ＣＥ メンテに行くとき 頼まれたことだけやって帰ってくる 
新製品の機能説明をする 

なぜこの機器が必要だったか、その業
務上の必要性を聞く 

新しいビジネスモデルやネットワーク活
用の事例を説明する 

中小ＩＴﾍﾞﾝﾀﾞｰの経営者 ﾕｰｻﾞｰ企業のトップと
面談のとき 

何でもやります、システムでお困りの
ことは何でしょうかと聞く 

これからどのような会社にしたいか、経
営課題を聞く 

大手ﾕｰｻﾞｰ企業のＩＳ部
門 

ＩＴ戦略企画 ＩＴ化に必要な課題を聞こうとする 

これまでの経験と、ベストプラクティ
スを調べながら考える 

経営に対して提言を行う 

経営の目的と現状分析から、戦略策定
に必要な手順を踏む 
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2013年度資格更新対象者（5,776名）の調査 
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多彩な専門性を有するＩＴＣ（マルチ資格者） 

ＩＴＣ資格者のうち59％の方は、他にも高度な経営系、ＩＴ系の専門資格を保有しており、ＩＴＣ資格を
含めると、一人平均 3つの高度な資格を保有するマルチ資格者だということがわかります。 

ＩＴコーディネータ以外の資格保有状況 （複数回答） 
企業内ITC 

N=3,859人(a） 
独立系ITC 

N=1,214人（a) 
全体 

N=5,073人（a） 
公認会計士 20 41 61 

税理士 16 216 232 

中小企業診断士 306 326 632 
社会保険労務士、行政書士、１級販売士、医業経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、証券アナリスト、マネジメ
ントコンサルタント（ＭＣ）、経営コンサルタント（生産性本部） 

93 86 179 

技術士（経営工学、情報工学、総合技術監理） 56 48 104 

ＩＳＯ９０００、ＩＳＯ１４０００審査員、経営品質協議会認定ｾﾙﾌｱｾｯｻｰ 210 142 352 

ＩＴストラテジスト、システムアナリスト、上級システムアドミニストレータ 1,072 120 1,192 

システムアーキテクト 91 7 98 

システム監査技術者 454 124 578 

ＣＩＳＡ、公認システム監査人、ＩＳＭＳ審査員、公認内部監査人 308 163 471 

プロジェクトマネージャ 524 49 573 

ＰＭＰ、Ｐ２Ｍ（ＰＭＲ、ＰＭＡ） 763 82 845 

ＩＴサービスマネージャ、ＩＴＩＬマネージャ、ＩＴＩＬエキスパート 250 10 260 

情報セキュリティスペシャリスト、公認情報セキュリティ監査人、セキュリティプロフェッショ
ナル認定資格、プライバシーマーク審査員 

264 98 362 

ＣＢＡＰ（ビジネスアナリスト）、ＳＭＣ（シニアモバイルシステムコンサルタント） 9 2 11 

ＭＢＡ、ＭＯＴ 69 57 126 

他資格保有 述べ人数 (b) 4,505 1,571 6,076 

他資格保有 実人数 (c) 2,100 877 2,977 
他資格保有 実人数率 （d=c/a） 54% 72%  59%  

一人当たり 保有他資格数 （e=b/c） 2.1  1.8  2.0  

（参考） 大学の教授、准教授 11 17 28 

     大学の非常勤講師 42 103 145 
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北海道 
8(3) 

青森 1(1) 

岩手 1(1) 秋田 1(0) 

宮城 2(1) 山形 2(1) 

福島 1(1) 新潟 
1(1) 

長野 
1(1) 

山梨 
1(1) 

静岡 
1(1) 

茨城 
1(1) 

千葉 
6(5) 

栃木 
1(1) 

群馬 
1(1) 

埼玉 
4(3) 

東京 
99（37) 

神奈川 
13(8) 愛知 

11(6) 

三重 
1(1) 

岐阜 
1(1) 

富山 
1(1) 

石川 
3(2) 

福井 
1(1) 

滋賀 
1(1) 

京都 
4(4) 

奈良 
1(0) 

和歌山 
1(1) 

大阪 
22(1
2) 

兵庫 
5(2) 

鳥取 
1(1) 

島根 
1(0) 

山口 
1(1) 

広島 
13(3) 

岡山 
2(2) 

香川 2(2) 

徳島 1(0) 

高知 1(1) 

愛媛 
2(2) 

長崎 
2(1) 

佐賀 
2(2) 

福岡 
3(2) 

大分 
2(1) 

宮崎 
2(1) 

鹿児島 
2(1) 

熊本 
1(0) 

沖縄 
2(1) 

県名 組織数 
  (ビジネス志向) 

 

ＩＴＣは、地域や職域で全国で200超のコミュニティ活

動を行っており、相互に連携し合いながら、ＩＴＣの
「知のネットワーク」を構築しています。 

各コミュニティでは、地域企業や地方自治体へのＩＴ
経営の支援、経営者セミナーの開催、自己研鑽のた
めの継続学習会の開催など活発な活動を行ってい
ます。 

ＩＴＣの「知のネットワーク」 
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＊全 国 合 計 ： 237組 織 
（ビジネス志向：121 勉強志向：116） 
  ・ＮＰＯ：   42 
  ・協同組合： 8 
  ・中間法人： 1 
  ・有限責任組合:7  
  ・株式会社： 6 
  ・一般社団法人： 6 
  ・任意団体：  167 
  
             （2013.3.31調査） 



ＩＴＣＡの出版物 
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ＩＴ経営を進めるうえで基本的に順守すべき原則
とプロセスを示したもの 

（コンテン堂Web、1,000円＋税） 

イノベーション経営を進める上で必要となる基本
姿勢とプロセスを示したもの 

（日経ＢＰ刊、3,700＋税） 

ＩＴ経営の考え方と、ＩＴコーディネータの人財像、
役割、実践力を体系化して示したもの 

（日経ＢＰ刊、3,000円＋税） 

ＩＴ経営の支援者が実務を行ううえで活用できる
ノウハウをまとめたもの 

（コンテン堂Web、1,500円＋税） 

中小企業の経営者に「ＩＴの活用方法」をやさしく
解説し、経営を見直す機会を提示するもの 

（アイテック刊、800円＋税） 

ＩＴＣＡ機関誌、毎年3月・9月発行 

（ＩＴＣＡ刊、1,000円＋税） 



ＩＴＣカンファレンス2015のご案内 
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毎年2日間にわたって開催されるＩＴＣカンファレンス 

2015年は、「ベルサール新宿グランド」ホールにて開催 

http://www.itc.or.jp/ にて受講申し込み受付中 

 

ITC Conference 2015 
「IoT新時代におけるＩＴコーディネータのエボリューション 

～クラウド・Industrie4.0の可能性～ 」 
 

 

 
 

2015年10月30日（金） 
13時Start・31日（土）10時Start 

特定非営利活動法人ＩＴコーディネータ協会 

http://www.itc.or.jp/

